
● 納める人
　県内に所在する銀行などの金融機関等の営業所等を通じて、利子等の支払いを受ける個人

● 納める額
　支払いを受けるべき利子等の額の５％（このほかに所得税および復興特別所得税（国税）が15.315％
徴収されます。）

● 申告と納税
　金融機関等が利子等の支払いの際に県民税利子割を徴収し、徴収した日の翌月の10日までに申告し、
県に納めます。

● 市町村への交付
　県に納入された県民税利子割額の 59.4％に相当する額は県内の市町村に交付されます。

県民税利子割 利子等に対して課税される県民税です。

県民税配当割 配当等に対して課税される県民税です。

　県民税利子割は県の貴重な財源です。

● 　県民税利子割は、利子等の支払いを受ける方（税を負担する方）の住所地ではなく、金融機関等の営業
所等が所在する都道府県の収入になる仕組みになっています。

● 　このため、県内にお住まいの方が、県外の営業所等に預貯金された場合には、県の収入になりません。

● 納める人
　上場株式等の配当等の支払いを受ける個人で、県内に住所を有する者

● 納める額
　支払いを受けるべき配当等の額の５％（このほかに所得税および復興特別所得税（国税）が15.315％
徴収されます。）

● 申告と納税
　配当等の支払いをする株式会社等が配当等の支払いの際に県民税配当割を徴収し、徴収した月の翌月の
10日までに申告し、県に納めます。
　源泉徴収を選択した特定口座内で配当等を受け取る場合は、その口座が開設されている証券会社等が県
民税配当割を徴収し、徴収した年の翌年の１月10日までに申告し、県に納めます。

● 市町村への交付
　県に納入された県民税配当割額の 59.4％に相当する額は県内の市町村に交付されます。
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県 民 税
株式等譲渡所得割

株式等の譲渡所得に対して課税される県民税です。

● 納める人
　源泉徴収を選択した特定口座（選択口座）内における上場株式等の譲渡の対価などの支払いを受ける個
人で、県内に住所を有する者

● 納める額
　支払いを受けるべき選択口座内における上場株式等の譲渡の対価などの額の５％（このほかに所得税お
よび復興特別所得税（国税）が15.315％徴収されます。）

● 申告と納税
　選択口座が開設されている証券会社等が、その選択口座内における上場株式等の譲渡の対価などを支払
う際に県民税株式等譲渡所得割を徴収し、徴収した年の翌年の１月10日までに申告し、県に納めます。

● 市町村への交付
　県に納入された県民税株式等譲渡所得割額の 59.4％に相当する額は県内の市町村に交付されます。

 
 

 
 

これまでのＮＩＳＡ（～令和５年12月） 

区  分 つみたてNISA 一般 NISA ジュニアNISA

年 間 投 資 枠 40万円 120万円 80万円

非課税保有期間 20年間 ５年間 ５年間 

非課税保有限度額 800万円 600万円 400万円

口 座 開 設 期 間 令和24年まで 令和10年まで 令和５年まで

そ の 他 つみたてＮＩＳＡと一般ＮＩＳＡは併用不可

新しいＮＩＳＡ（令和６年１月～） 

  ※ 簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能） 

枠資投長成枠資投てたみつ
枠資投間年

化限期無化限期無間期有保税課非

1,200万円（内数）
化久恒化久恒間期設開座口

可用併は枠資投長成と枠資投てたみつ他のそ

非課税保有限 度額
（ 総 枠 ）

1,800万円※

区  分

ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）

　個人の資産づくり促進と、「貯蓄から投資へ」の流れを促すことによる経済の活性化を期
待したＮＩＳＡの抜本的な拡充と恒久化が図られ、令和６年１月から新しいＮＩＳＡが実
施されています。
　非課税保有期間の無期限化や口座開設期間の恒久化に加え、「つみたて投資枠」および
「成長投資枠」の併用が可能となっています。

120万円 240万円

13

個
人
の
税
金


